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地域がん・生殖医療ネットワークの構成と機能に関する研究班の基本的考え 

 

I. 地域がん・生殖医療ネットワーク設置の目的 

各都道府県において、小児・AYA 世代のがん患者等の妊孕性温存療法研究促進事業を実施するにあた

り、行政やがん等診療施設と妊孕性温存療法実施医療施設等における、医療連携や情報連携の推進およ

び、患者に対する情報提供並びに意思決定支援体制の整備と質の向上を図るとともに、妊孕性温存を希

望する患者が円滑に治療を受けられる体制を構築する。 

 

II. 地域がん・生殖医療ネットワークの設置概要（構成と運営） 

① 各都道府県において、がん等診療施設、妊孕性温存療法実施医療施設（注１）、関連する行政機関等

が参加し、がん等診療医、生殖医療医、相談支援担当者（治療に関すること、生殖医療に関すること、

精神・心理支援に関すること、その他社会的支援等を含む様々な相談に関すること）、行政の担当者

等により構成されている。患者本位の体制を構築するにあたって、患者または患者家族の代表の参画

が望ましい。 

② 地域がん・生殖医療ネットワークには代表者をおき、全体の仕組みが円滑に進んでいるかを総括す

る。代表者は、ネットワークの構成員の互選で決定する。 

③ 地域がん・生殖医療ネットワークには、事業の庶務等を担う事務局を置く。（注２） 

④ ネットワークに参画している者の役割分担を明確にした上で、名簿を作成・共有し、患者がネットワ

ーク内のどの医療機関を受診しても迅速に必要な紹介等ができる体制を整備する。 

（注１) 妊孕性温存療法実施医療施設は、上記研究促進事業に即して日本産科婦人科学会または日本泌

尿器科学会の認定を受けていることを条件とするが、本ネットワークの目的達成に必要と認めら

れる場合には、妊孕性温存療法実施医療施設以外の生殖医療専門医の参画も求めることができる。

また、患者の受療行動を勘案し、当該自治体の外にある医療施設であっても参加を求めることが

できる 

（注２）研究班で調査した結果、神奈川県では神奈川県健康医療局保健医療部がん・疾病対策課、島根県

では県がん診療ネットワーク協議会（島根大学病院内）が事務局機能を担っていた。研究班では、

各都道府県の実態を踏まえつつ、先行する地域がん・生殖医療ネットワークの活動を参考に、関

係医療施設と地方自治体の協力の下、各地域のがん・生殖医療ネットワークに事務局を設置して

いくことが望ましいとの総意に至った。事務局の具体的な機能としては、普及啓発、医療施設や

実施状況の情報把握や公表、運営検討会や人材育成のための研修等の開催等の業務等が想定さ

れる。 
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III. 地域がん・生殖医療ネットワークの事業 

各地域のがん・生殖医療ネットワークは、がん等診療施設と妊孕性温存療法実施医療施設のがん・生殖

医療の連携推進に資する事業を担う。研究班の検討において、以下の事業が挙げられた。 

① OCjpn（注３）との連携による地域間の相互支援体制への参加 

具体的には以下のとおり。          

・地域がん・生殖医療ネットワークの事務局は構成施設やその他の情報に変更があった場合に OCjpn

に情報提供する。 

・がん・生殖医療に係る独自資料や資材などの提供等を通じて、OCjpn の支援に努める。 

・OCjpn web サイト（JSFP 地域連携のページ）を自地域の webサイトとして利用できる。 

（注３）OCjpn=Oncofertility Consortium Japan は厚生労働科学研究補助金(がん対策推進総合研究事

業)「がん・生殖医療連携ネットワークの全国展開と小児・AYA 世代がん患者に対する妊孕性

温存の診療体制の均てん化にむけた臨床研究―がん医療の充実を志向して」で提唱・構築され

た、各都道府県のネットワーク間の相互支援活動である（事務局：日本がん・生殖医療学会）。

OCjpn は、web サイト(http://j-sfp.org/cooperation/)において各都道府県のネットワークおよ

び構成施設等に関する情報提供、補助説明資料や啓発資材の提供等を行うとともに、シンポジ

ウムの開催等を行っている。なお、OCjpn への参加にあたり、日本がん・生殖医療学会への入

会は条件としていない。 

② 関連学会等と連携して、がん･生殖医療に携わる医療従事者に対して研修の機会を提供することによ

る、認定がん・生殖医療ナビゲーター、がん・生殖医療専門心理士、OFNN（オンコファティリティ

ー・ナビゲーター・ナース）等の人材育成支援及びがん・生殖医療に関する医療者、患者・国民への

啓発活動  

③  がん・生殖医療の連携状況における課題の把握と解決に向けた検討会の開催 

優先して検討されるべき課題として、以下に例を挙げる。 

・連携体制に関する検討： 

-1) がん等診療施設における妊孕性温存療法実施医療施設に対する妊孕性温存に関する相談件

数並びに実態を把握し、患者に対する情報提供や、意思決定支援を受けた患者の妊孕性温存

療法実施又は非実施の適正化を図る。（注４） 

-2) 施設間連携及び-1)に関する問題点の把握と解決策を検討 

（注４）実態把握の方法として地域内での情報共有および JOFR*の登録データの活用などが挙げられ

る。JOFR*=2021 年 4 月から開始された、小児・AYA 世代のがん患者等の妊孕性温存療法研究

促進事業における、エビデンス創出のための登録事業 

・がん等治療開始前から治療開始後、妊娠・分娩後に至るまでの長期にわたるがん・生殖医療に関する

支援のあり方及び情報提供や支援に携わる人材育成に関する検討            

  以上 


